
I. は じ め に

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災とその後

の巨大津波により，東京電力福島第一原子力発電所は

被災した。運転中であった1号機から3号機は，電源

が喪失し，制御不能な状態に陥った1)。その結果，こ

れらの3つの発電施設および4号機において，炉心融

解や水素爆発が起き，大量の放射性物質が環境中に放

出された2)。事故直後の放出量は，チェルノブイリ原

子力発電所事故の1割程度であったものの，国際原子

力事象評価尺度（INES）から，この事故はチェルノブ

イリと同じレベル7，すなわち「深刻な事故」と判断さ

れた3)。

大気中に放出された放射性物質は，チェルノブイリ

事故のときと同様に，空中を拡散しながら移動し，雨

や雪が降ると，それとともに落下し土壌に沈着し

た2)，4)。今回の事故では，3 月 15 日の 2 号機と 4 号機

の爆発時の風向が南東方向であったため，大量の放射

性物質が内陸方向に飛散した。さらに，それが降雨・

降雪とともに降下し，浪江町，飯舘村，川俣町などの

農地，宅地，山林などを汚染した5)〜7)。

降下した主な放射性物質は，ヨウ素131（131 I），セシ

ウム134（134Cs），セシウム137（137 Cs）であった2)。た

だし，131I の半減期は 8 日以内であるため，約 3 カ月

でほぼ消滅したと考えられる。一方，134 Cs と137 Cs の

半減期は，それぞれ2年および30 年と長い。さらに，

これらの放射性物質は土壌中の粘土成分に吸着される

ことから，地表面に長く固定されることとなる。な

お，地表面に固定された放射性セシウムは，初期にお

いて，下方への移動が予想外に大きかったという報告

があるが8)，その大部分は表面約 5 cm 以内に存在し

た。

そこで，土壌表層の放射性物質を除去するための除

染技術が検討されてきた。農林水産省は関連機関と連

携し，実証実験9)などの結果から，農地の除染技術の

考え方および各技術についてまとめた10)。その後，農

林水産省は，施工方法などに関する基礎データの収集

を目的に，福島県飯舘村および川俣町において，農地

除染対策実証工事を行った。これらの結果は，除染作

業を行うためのマニュアル形式の技術書として具体的

にまとめられた11)。現在，これに従い除染作業が行わ

れている。しかし，除染は農地だけではなく山林も含

まれる。そのため，作業面積が広大となり，これに

よって除染が計画どおりに進められていない。また，

除染が完了した農地においても，山林から放射性物質

が付着した枯葉などの飛翔による再汚染が心配されて

いる。

本報はここに着目し，農地除染対策実証試験圃場と

なった飯舘村小宮地区および草野地区を対象に，除染

後の経過について報告するものである。

II. 調査および解析方法

1. 調査圃場

農地除染対策実証試験圃場（以下，「試験圃場」とい

う）である小宮地区と草野地区は，それぞれ飯舘村役

場から東南東に約4 km，および北東に約2 km離れた

場所にある（図-1）。小宮地区は面積11.7 ha，区画数

42 筆，一方草野地区は面積7.1 ha，区画数27 筆で，

両地区ともに水田区であった。農地除染対策実証事業

における農地の除染方法として，「表土剥取り」，「水に

よる土壌撹拌・除去」，「反転耕」の工法がそれぞれ示

された11)。小宮，草野の両試験圃場では，表面から 5

cm までの土壌を剥ぎ取る「表土剥取り工法」が実施
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図-1 飯舘村と農地除染対策実証試験圃場の位置図



された。また，除染後周辺山林から飛翔する茎葉に

よって再汚染が懸念されたことから，茎葉を捕捉する

ための枯葉トラップが圃場内に設置された（写真-1）。

2. 空中放射線量の調査

農林水産省11)は，小宮，草野の両試験圃場において，

除染前後の空中放射線量の測定を行った。なお，測定

は水田の各区画の2または3地点において行われた。

本報では，この農林水産省が行った放射線量の測定箇

所に近い位置となるよう踏査し，GPS ガイガー（測定

方式GM管，（株）シリアルゲームズ）を用いて空中放

射線量の測定を行った。測定日は 2013 年 10 月 13 日

と 2014 年 11 月 22 日であった。

3. 年間積算空中放射線量主題図の作成

小宮，草野の両試験圃場の各区画で測定された2ま

たは3地点の空中放射線量を平均し，これを各区画の

平均空中放射線量とした。年間積算空中放射線量は，

この各区画の平均空中放射線量に 24 時間と 365 日を

乗じて簡易的に算出した。

算出した年間積算空中放射線量から，GIS ソフト

（ArcView ver.10：ESRI ジャパン社）を使用し主題

図を作成した。主題図は，衛星画像（Google Map：

2010 年 1 月 20 日撮影）から作成した小宮・草野両地

区の区画ポリゴンデータと，これらのポリゴンデータ

に属性データとして年間積算空中放射線量を付加し，

作成された。

III. 農地除染対策実証試験圃場における空中

放射線量の経時変化

1. 小宮地区

図-2は，小宮地区の試験圃場における除染前後お

よび2013 年，2014 年の年間積算空中放射線量の主題

図である。また，図-3は各区画の年間積算空中放射
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写真-1 枯葉トラップ

図-2 小宮地区の試験圃場における除染前後および 2013

年，2014 年の年間積算空中放射線量の主題図

図-3 小宮地区の試験圃場における年間積算空中放射線量

のBoxPlot と平均値の経時変化

図-4 草野地区の試験圃場における除染前後および 2013

年，2014 年の年間積算空中放射線量の主題図

図-5 草野地区の試験圃場における年間積算空中放射線量

のBoxPlot と平均値の経時変化



線量から作成したBoxPlot と，各年の平均値の経時変

化を示したものである。

これらの図に示すように，除染前（2012 年 4 月）

は，すべての区画で年間積算空中放射線量が 30

mSv/year 以上（平均：45.1 mSv/year）と非常に高

い状態にあった。しかし，除染後，年間積算空中放射

線量はすべての区画で大幅に低下し，平均値は 11.1

mSv/year，最大値は 15.9 mSv/year，最小値は 7.7

mSv/year となった。その後，本報が行った 2013 年

および 2014 年の調査においても，年間放射線量の低

下が続いた。さらに，空中放射線量の調査時に枯葉ト

ラップを確認したところ，茎葉はなかった。したがっ

て，これらの結果から周辺山林からの茎葉の飛翔によ

る再汚染はなかったことが示唆された。また，主題図

に示すように，各区画の空中放射線量に顕著な差およ

び減少傾向の違いは見られず，すべての区画で一様に

低下した。なお，2013 年は，平均値が6.7mSv/year，

最大値が10.9 mSv/year，最小値が4.5mSv/year と

なった。2014 年は平均値が5.7mSv/year，最大値が

8.0mSv/year，最小値が3.7mSv/year となった。

2. 草野地区

図-4は，草野地区の試験圃場における除染前後お

よび2013 年，2014 年の年間積算空中放射線量の主題

図である。また，図-5は各区画の年間積算空中放射

線量から作成したBoxPlot と，各年の平均値の経時変

化を示したものである。

これらの図に示すように，除染前（2012 年 4 月）

は，ほぼすべての区画で年間積算空中放射線量が 30

mSv/year 以上（平均：36.8 mSv/year）と非常に高

い状態にあった。しかし，除染後は小宮地区と同様

に，すべての区画で年間積算空中放射線量は大幅に低

下 し，平 均 値 は 7.4mSv/year，最 大 値 は 9.8

mSv/year，最小値は 5.3mSv/year となった。さら

に，その後も，周辺山林からの茎葉の飛翔などの再汚

染はみられず，年間積算空中放射線量は低下した。ま

た，主題図に示すように，各区画の空中放射線量に顕

著な差および減少傾向の違いは見られず，すべての区

画で一様に低下した。なお，2013 年は，平均値が4.8

mSv/year，最大値が 8.2mSv/year，最小値が 3.5

mSv/year となった。2014 年は，平均値が 3.9

mSv/year，最大値が 5.0mSv/year，最小値が 2.5

mSv/year となった。

IV. 考 察

1. 除染の効果

小宮，草野の両地区の試験圃場において行われた除

染作業によって，年間積算空中放射線量は大幅に低下

した。図-2，4に示すように，除染後の線量域は，両

試験圃場のすべての区画で「避難指示解除準備区域」

である 20mSv/year 以下となった。これは，放射性

セシウムは土壌中の粘土鉱物に吸収され，表土の 5

cm以内に大部分が存在するため，「表土剥取り工法」

によって大量の放射性セシウムが除去されたためであ

る11)。さらに，除染後も茎葉の飛翔およびそれによる

再汚染はみられず，両試験圃場の年間積算空中放射線

量の低下が続き，平均4.8mSv/year となった。その

低下率は，除染後 2 年で約 48％であった。この要因

として，全放射性セシウムに対する134 Cs の割合が自

然減により大幅に低下したためであると考えられる。

したがって，適切な除染方法とその後の再汚染がなけ

れば，十分に空中放射線量を低下させることは可能で

あることが示唆された。

2. 除染後の課題

上述したように，除染によって年間積算空中放射線

量が「避難指示解除準備区域」レベルまで低下した。

このことから，「表土剥取り工法」によって，表層の汚

染土壌が確実に除去できることが確認された。した

がって，除染が農地を含めた宅地，森林で確実に行う

ことができれば，帰村が可能になるのではないかと考

えられる。

しかし，「表土剥取り工法」は，大量の汚染土壌を発

生させるという問題がある3)，12)。そのため，現在飯舘

村では，写真-2に示すように，汚染土壌などが入った

大量の汚染袋が農地などに積み重ねられ，保管されて

いる。現在，これらの汚染土壌から放射性セシウムを

除去する方法が検討されているが，実用化には至って

いない13)。したがって，これらを保管する中間および

最終貯蔵施設が必要となるが，その対応も遅れてい

る。

また，小宮，草野の両試験圃場ではみられなかった

が，森林に近い農地では，汚染された茎葉の飛翔によ

る再汚染の可能性は拭いきれない。さらに，落葉広葉

樹の生葉から放射性セシウムが検出され，その要因の
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写真-2 汚染土壌などを入れた汚染袋の保管状況

（2014 年 11 月 22 日に飯舘村にて撮影）



一つとして経根吸収の可能性があるという報告もあ

る14)。したがって，森林の除染も農地と同様に，十分

に行う必要がある。しかし，森林については，住居お

よび農地から 20m の範囲についてのみ，枝打ちや落

葉の除去などを行うとされている15)。したがって，こ

れでは十分な放射線量の低下が見込めず，2次汚染が

懸念されている16)。

このように除染は行われているものの，帰村および

復興するためには，解決しなければならない課題はあ

る。しかし，飯舘村では平成 28 年 3 月を避難指示解

除の目標とし，復興に向けた計画・準備が行われてい

る17)。また，除染についても，長泥地区を除く，すべ

ての行政区において行われている。2015 年 3 月 31 日

時点の進捗状況は，宅地が96％，農地が34％，森林が

39％で，西部の二枚橋・須萱と臼石の両地区では除染

が終了した。そのため，ほかの地区の除染の早期完了

と飯舘村の復興に向けた対策が望まれる。

V. お わ り に

本報では，「表土剥取り工法」によって除染された農

地の空中放射線量を把握するため，年間積算空中放射

線量の主題図を作成した。作成した主題図から，除染

後，空中放射線量は大幅に低下したことが確認され

た。したがって，「表土剥取り工法」は有効な除染方法

の一つであった。さらに，除染後2年経過しても，再

汚染は確認されず，空中放射線量の低下が続いた。

なお，飯舘村の復興にはいくつかの課題がある。そ

の一つは，除染に伴って大量に発生する汚染土壌の処

理・保管についてである。したがって，今後は早期の

除染完了を目指すとともに，汚染土壌などの処理およ

び保管方法に対する取組みが重要となる。
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